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本会議 個人質問 みつなか美由紀議員 

2024年 3月 7日 

奨学金返還支援制度を名古屋市にも 
【みつなか議員】 

名古屋市は今年度から「介護・障害福祉職員奨学金返済支援事業助成金」を始めました。「介

護職員奨学金返済支援事業」は、今年度は30人の利用があり、今後も広報に力を入れ利用を促

進したいとのことでありました。「障害福祉職員奨学金返済支援事業」では、5 人の想定であった

ところ、70 人が申請したとのことで、それだけ、奨学金の返還が若い労働者にとって重い負担に

なっているということがわかります。 

2018年度から始まった「民間保育所等保育士等奨学金返済支援事業」は 6年目になり、毎年

200 人程が利用しています。来年度は条件を緩和してより多くの若い保育士が活用できるように

するということです。 

 

全国にひろがり始めた奨学金返済支援制度 
しかし、奨学金返還に苦労している若者は、保育士や介護職員に限ったことではありません。 

奨学金返還支援制度は全国の自治体で進められており、2023年には 36都府県、695自治

体で創設されています。 

札幌市では、企業と市とで年最大 18万円を 3

年間支援する制度を2020年度に開始しました。

登録企業は、初年度は 100社ほどだったのが、4

年間で 330 社に増え、「いい取り組みだ」「期間

をもっと伸ばしてほしい」などの声が寄せられて

いる。申請者数も年々増え、定数の 100 人を突

破したということで、拡大することも考えたいとの

ことでした。 

新潟県は、県内に在住、就職していることを条

件に、奨学金を返還している本人が、県に直接申

請します。企業の負担なく、6年間で最大 120万円の支援をする制度を 2016年度から行い、今

年度も新たに 52人が活用しています。 

札幌市の奨学金返済支援事業のチラシ 
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このように、奨学金返還支援制度は、企業、従業員どちらからも必要と

されている制度です。 

愛知県でも来年度から、開始する予定で、多くの企業から問い合わせ

があると聞いています。 

そこで経済局長にお聞きします。 

2015 年にわが会派の西山議員が質問した「奨学金返還支援制度の

創設の見通し」について、市民経済局長は「地元産業界との協議が必要。

産業界の要望をお聞きするとともに、県とも情報共有をしてまいりたい」と

お答えになりました。地元産業界とどのような協議をし、どのような対策をしてこられたのでしょう

か。また、県とはどのように情報共有をしてきたのでしょうか。お答えください。 

 奨学金返還支援を愛知県が来年度から始めますが、企業が支援した額の半分を県が補助する

というもので、企業が一定負担をしなければなりません。組合やNPO法人、個人企業主まで幅広

く対象としているのはよいのですが、支援をする体力がない小さな企業はそもそも利用できませ

ん。企業の人材確保と定着という点からも、そういった利用が困難な企業に対して、名古屋市が

保育士などに行っているように、企業の負担なく本人に直接、奨学金返還を支援する制度を作る

べきと考えますが、見解をお聞きします。 

 

【経済局長】 

経済局には、地元産業界とどのような協議をし、どのような対策をしてきたのか。県とはどのよう

に情報共有をしてきたのか。また、奨学金返還支援の制度について質問をいただきました。 

経済局では、これまでも機会をとらえ中小企業者や経済団体からご意見やご要望を伺いつつ、

様々な施策を実施してまいりました。 

現在中小企業における人材確保は大きな課題となっており、様々な人材確保支援施策を実施

しているところでございます。 

そうした中、スタートアップの成長において、人材不足が大きな課題となっていることから、スタ

ートアップが優秀な人材を確保するための対策として、「スタートアップ企業支援補助金」において、

貸与型奨学金の返済費用軽減に係る経費を補助対象としております。 

また、愛知県においては、企業等が従業員への奨学金返還支援制度を導入することにより、学

生が企業選びをする際の大きなポイントになることから、中小企業の人材確保を図ることを目的に、

従業員の奨学金返還を支援する企業等を対象とした補助制度を令和 6 年度から創設する予定

でございます。 
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経済局としましては、引き続き産業界の意見を伺いながら、人手不足に悩む市内企業に対する

施策の充実に努めるとともに、愛知県で創設される奨学金返還支援制度の周知にも努め、市内

中小企業の人材確保を支援してまいりたいと考えております。 

 

 

みどり市民病院 鳴海駅前に移転改築？ 
【みつなか議員】 

みどり市民病院は本館が築 5４年を経過しており、増築や改修工事を重ねてきましたが、老朽

化が進み、動線も複雑になっており、病院の利用者からも建て替えを望む声が上がっています。

病院診療を続けながらの現地建替えは土地面積的にも困難ということでは移転が必要になって

います。 

その移転先として「鳴海駅前第 2 種市街地再開発事業用地」（以下「鳴海駅前」と言います）が

候補地となりました。 

鳴海駅前は、区役所を移転することも検討されてきましたが、防災面において、標高や地盤の

点で浸水被害が想定され、その対策が必要な地域であり、地域防災活動拠点として現庁舎の場

所の方が優位性があるとの理由から、区役所の整備は行わないという判断になりました。区役所

以外にどの施設を導入するか検討を進める中で、移転候補地を探していたみどり市民病院が候

補に挙がったという経緯があります。 

ところが、鳴海駅前への移転が決定したかのように 2 月の初めに新聞報道され、そこで知るこ

ととなった住民からは、区役所は移転しないのにどうして病院は大丈夫なのか、これはもう決定な

のか、という疑問の声が有り、また、災害時に、医療に影響が出ないか、救急患者の受け入れがで

きるのかなど不安の声が届いています。 

そこで総務局長に 3点お聞きします。 

予算案には鳴海駅前を候補地として、「みどり市民病院の移転改築に係る基本計画の策定に対

する補助金」が計上されています。市の方針として鳴海駅前へ移転するということですか。なぜ鳴

海駅前を候補地にしたのか、その理由もお答えください。 
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「名古屋市地域防災計画」には災害協力病院として、みどり市民病院

も指定されています。災害協力病院とは、医療救護所、これは名古屋市

立の中学校が医療救護所となっていますが、そこからの患者を受け入

れるという役割を担う病院です。洪水ハザードマップを見ると移転候補

地は、想定しうる最大規模の場合、浸水深が 1 メートルから３メートル未

満、浸水継続時間が 1 日から３日未満となっており、医療救護所からの

患者を受け入れることができません。災害協力病院としての役割が果た

せないのではないですか。どのような対策をお考えですか。 

基本計画の策定にあたっては、地元住民や病院利用者からの要望や

意見を聞くという場を設けることが必要だと考えますが、見解をお聞きし

ます。 

 

「災害時においても診療機能が維持できるよう、しっかりと進
めていく」「ご意見ご要望をいただく機会を設ける」（総務局長） 
 

【総務局長】 

総務局には緑市民病院の移転改築について 3点のご質問がありました。 

鳴海駅前への移転理由についてです。 

みどり市民病院は、地域医療のさらなる充実や医療人の育成などを目的として、令和５年４月に

名古屋市立大学医学部附属病院として運営を開始いたしましたが、大学病院として地域のニーズ

に的確に対応していくためには、施設や設備の老朽化が進んでいることから、建て替えを喫緊の

課題として検討してまいりました。 

その中で、現地で建て替えする場合は、工期の長期化や、工事に伴う診療制限、療養環境の悪

化といった懸念があることから、建て替えは移転改築により行うことといたしました。 

移転に際しては、患者様や周辺の医療機関、救急搬送等への影響を最小限にするため、現在

地から大きく離れていないこと、病院を建設可能な面積が確保できることなどの要件があり、これ

らを満たす土地は、鳴海駅前第2種市街地再開発事業用地をおいて他になく、移転候補地として

検討することとしたものでございます。 

鳴海駅前に移転するに当たっての災害対策についてです。 

鳴海駅周辺地区では、東海豪雨相当の雨が降った場合におきましても、床上浸水が概ね解消

される雨水対策がなされてきております。 
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移転に当たりましては、令和 4 年 6 月に更新されたハザードマップで想定される浸水被害など

を踏まえ、病院のハード面の対策を検討するとともに、市立大学医学部附属病院群を始め、他の

医療機関とも連携しながら、患者受け入れに対応するためのソフト面の対策も検討し、万が一の

災害時においても診療機能が維持できるよう、基本計画を取りまとめるなかで、しっかりと進めて

いきます。 

地域住民や病院利用者への対応についてです。 

移転改築に関する計画内容の検討が一定程度進んだ段階で、地域住民の皆様や、病院をご利

用の皆様に対して丁寧な説明を行うとともに、ご意見・ご要望をいただく機会を設けていく考えで

ございます。 

 

【みつなか議員】 

ご答弁有難う御座います。まずみどり市民病院について最大規模を想定した対策をする必要

があることは言うまでもありません。まだこれから基本計画を作っていくという段階ですので、か

さ上げや雨水処理など、万全な対策になるよう基本計画の策定にあたっていただくことを要望し、

また計画の内容についても注視してまいりたいと思います。 

地域住民や病院利用者の方へは、「ご意見ご要望をいただく機会を設ける」との事でした。決ま

ってからの一方的な説明ではなく、双方向の懇談という形で行っていただくことを要望します。 

 

【みつなか議員】 

次に奨学金返還支援制度についてです。 

経済局長からご答弁いただきました。従業員への奨学金返還支援に係る経費も、スタートアッ

プ企業支援補助金において今年度から補助対象に含めたということですが、今のところまだそう

いう内容の申請はありませんし、そもそもこの補助金は、事業所の開設や新商品の開発販路開拓

に必要な経費を対象としたもので、人件費も含まれておりますが、従業員の定着を目的としたも

のではありません。 

また、愛知県の制度を周知するとのことでありますが、愛知県の制度では利用できない企業や

若者はそのままでいいのかという課題が出てきます。 

労働者福祉中央協議会が行っているアンケートによると、奨学金の返済が苦しいが、4割以上。

今後の返済について不安が 7 割。返済が生活に及ぼす影響については、結婚が 4 割、子育てや

出産が 3割。さらに、日常的な食事や、レジャー・交際が 4割、医療機関の受診が 3割にも達して

います。奨学金返還が結婚や子育てを始め生活設計の重荷となり、将来への不安を増大させて

います。 
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市長は、「市長提案説明」の中で、重点戦略の一つ目として「若い世代が将来に明るい展望を

持ち、結婚・子育ての希望をかなえられるよう、社会全体で応援します」と述べられました。先ほど

アンケート結果で示したように、奨学金を返還している若者の４割が、日常的な食事や交際費を削

っており、このことが出会いの場を少なくしている原因の大きな一つになっています。 

経済的な不安が大きくて将来設計が立たないという若者への支援の 1つとして、奨学金返還の

負担を軽くすることが、「若い世代が将来に明るい展望を持つ」ために大変有効だと考えます。 

これまでわが会派がたびたび要望してきました。2016 年度の予算編成にあたっては、市民経

済局は「奨学金返還支援制度を含む大学生の中小企業への定着支援事業」を予算要望しました

が、市長は結局予算計上しませんでした。これについて、わが会派の代表質問に市長は「もうちょ

っと待ってちょうだい」と答えています。 

「もうちょっと待ってちょうだい」とはいつまで待てばいいのでしょうか。国も支援に乗り出し、愛

知県も来年度から制度を開始します。いよいよ名古屋市も支援制度の創設を決断するときでは

ないでしょうか。市長、お答えください。 

 

「真剣に考えます」（市長） 
 

【市長】 

若い子どもさんといいますか、大変ですのでね 奨学金を返すということは、 

こんな裏金にまみれた日本の中でね、要はそんな返すと強制するなんていうことですよ 本当に 

こういうことだもんで、いや本当に賛成何とかしてたんだけどあんたんとこも減税に反対しとった

らですね、 

これはねやっぱり商売を全体で盛り上げると、 

いう事についてですね、やっぱ、全体でやらなあかんわけだ。これは、 

いうことなんで非常にかたよっとると、 

いうふうに思えるわけだけど非常に重要なことで、これは 

零細企業がどんだけ人材を集めるのに苦労するかいうのは私は身をもって体験しておりますので、 

非常にそれは重要。 

ということでございますが、若い人たちの真面目に学校やってきた人の奨学金なん かえさんでも

いいですよ、これ。 

本当にそう思っております。 

ちょっとまたちょっと真剣に考えますと、 

 

【みつなか議員】 

市長からは前向きに真剣に考えるとの答弁をいただきました。 
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市長は、2013年の我が会派の山口議員の質問に、「なかなかいいんじゃないですか。いっぺん

考えさせてもらいます」と答え、2015年の西山議員の質問に市民経済局に指示したと答えていま

す。それで市民経済局が予算要望をしたのに計上しなかった。その直後の「もうちょっと待ってちょ

うだい」という答弁でした。 

2013年から 11年です。もうちょっと待ってちょうだいからも 8年、ちょっとがえらい長いと思い

ますけれども、しかし、ここで再度前向きの答弁をいただきましたので、ね。ぜひあの実現をしてい

ただきたいと思います。 

市民税減税は、私達は金持ち優遇の逆立ち減税だと思っています。市民税減税をやめれば、

99 億 5500 万円財源も作れます。それがあれば、奨学金返還支援にも役立てていただきたいと

思います。 

市長の働く大変な若者を応援したいという、その熱い思いをぜひ形にしていただきたいと思い

ます。奨学金返還支援制度は、企業の人材確保や定着にも効果があり、奨学金返済に大変な若

者の支援にもなります。そしてそれが名古屋市の発展にも繋がるというトリプルウィンの政策です。 

名古屋市も独自の制度を早急に創設することを強く要望し、全ての質問を終わります。 

 

   


